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　ついに「待ちに待った」「緊急事態宣言」が出た。医師会と都知事だけでなく立憲民主党初め、野党の一部からも「早く出せ、出せ」と言われて、政府がやっと重い腰を上げた形である。何だかおかしい。


　本気で感染を止めようとして来たか


　そもそも初めから政府が本気で感染を食い止めようとしていたのかどうか疑問だ。２０１９年末武漢で新型コロナウイルス感染が発生して、中国在住の日本人をチャーター機で迎えに行ったのはいいが、検疫で陰性の人はそのまま家に帰らせてしまった。検査を拒否して帰宅してしまった人もいる。このウイルスの潜伏期間は約２週間とされているので、同じころチャーター機を派遣した他の国は、帰国者を全部２週間隔離している。クルーズ船ダイヤモンド・プリンセス号で感染者が出たら、今度は下船を認めず、乗客乗員併せて３７１１名を船内に足止めしたが（３月５日）、検査は部分的にしか行われず、特に乗員の検査が行われていなかったために、船内感染が広がって結局日本人だけでも７１２名の感染者と11名の死者を出した（４月８日現在）。感染の拡大が止まらなくなってから、自粛要請が頻繁に出されるようになり、首相の独断で全国の小･中･高校に休校要請が出たり（２月27日）、入国制限がアメリカにまで適用されて、ほぼ世界の全域に拡大された(３月26日)とはいうものの、空港での検疫は無きに等しく、公共交通機関を使わずに２週間は自己隔離するようにという要請も、要請だけで何のチェックもなく、帰国者から感染するケースが増えていった。


　検査しないのはなぜか


　とにかく、検査しないという方針がおかしい。疑わしい症状が出て、希望しても検査してもらえないうちに重症化した人が何人もいる。感染者数５６７４人（４月８日現在）という数字は、ヨーロッパでも感染が低く抑えられているドイツの11万１７７９人に比べても２桁違いだが、検査しないのだから実際の数は分からない。死者の数がやっと１００人を超えたところで、圧倒的に少ないが、これも肺炎死亡者全体を検査していないので実際のところは分からない。国際的にも日本の数字はあてにならないことになり、感染者数が世界最多の42万９０５２人を数えるアメリカから在日アメリカ人引き揚げ要請が出るに至った。


　やたらに検査して感染者が増えると医療崩壊が起こるとか、クラスター追跡が日本のやり方だというが、感染経路不明の患者が多数を占めるようになっても検査数は増えなかったし、緊急事態宣言をするに至ってやっと検査を増やすと言い始めたが、それでも週50万件のＰＣＲ検査を行うドイツの17分の１だという。


　ドイツとの違い


　ドイツではメルケル首相が、コロナ感染を「第２次世界大戦以来の最大の試練」として３月18日テレビ演説を行い「民主主義国家だから政治的決定は透明性を持ち、詳しく説明されなければならない」として、正確な情報に基づく自主的な判断で、人との接触を極力減らす努力を求めた。ドイツでは外出制限も罰則を伴い、国境封鎖も行われたが、このような制限にたいする補償もきちんと約束され、難民受け入れで下がったメルケル支持が67％まで回復した。徹底的に検査しても医療崩壊は起こらず、イタリアやフランスの重症患者を受け入れている。


　緊急事態宣言で解決できるか


　日本とは真逆のやり方だ。感染状況もわからず、保障もあいまいなまま、国民は不安と苛立ちを募らせて、「緊急事態宣言」を待望するまでになる。その宣言が出ても、変わるのは土地建物の強制収容が可能になるくらいで、外出制限にしても休業にしても「自粛要請」にとどまり、どこまで効果があるか分からない。「緊急事態宣言」を出したという実績が残るだけで、検査しないことによって意図的にこの状況を作り出したのではないかと勘ぐりたくもなるのだ。


　　 石川康子（布田）





　新型コロナのようなウイルスの拡大はなぜ起きるのでしょうか。世界的なウイルスの蔓延による病気は、エイズ、エボラ出血熱、西ナイル熱、高病原性鳥インフルエンザ、ＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）、ＭＡＲＳ（中東呼吸器症候群）などがあります。


　その原因の一つが経済のグローバル化です。物や情報だけでなく、動物や人間の行き来を増加させ、感染症を世界に拡大してきました。また地球規模での環境破壊がこれに加わり、温暖化の進行がウイルスの宿主となる生物に影響し、ウイルスの生存戦略に変化をもたらしました。熱帯雨林の破壊がエボラ出血熱やエイズを文明社会に流入させ、相次ぐワクチンや抗ウイルス剤の開発が、ウイルスの生き残り戦略をかけた変化を加速させました。バイオテクノロジーの応用でウイルスが頻繁に改造され活用されてきたことも影響しています。新型感染症の拡大は、経済優先社会が引き起こした人災といえます。


　ではウイルスとどう付き合っていけばいいのでしょうか。ウイルスは大半が人間と共存しています。人間のＤＮＡの半分以上はウイルス由来で、人間の進化にとって大切な役割を果たしてきました。感染症に対しては、人間は自身の免疫力以外に勝つことはできません。そのため被害は免疫力の弱い人（お年寄りや乳幼児など）に集中します。


　戦争や貧困のない穏やかな社会へと変えることが最大の対策です。個人としては体力をつけ抵抗力をつけるために、きちんとした食事をとり、運動を行い、ストレスのない生活を送ることに尽きます。なかでも食の問題は大きく、栄養バランスを考えた安全性の高い食品をきちんと食べることが大事です。今回の新型感染症はそのことをあらためて教えてくれています。


 天笠啓祐（科学ジャーナリスト、食の安全･監視市民委員、消費者リポートNo１６３１より）
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2020 ｢憲法集会」開催方法の変更について(要旨)





　2020年4月15日　集会実行委員会





　2020年5月3日開催予定の「許すな！安倍改憲発議！2020平和といのちと人権を！ 5・3 憲法集会」は、新型コロナウイルス感染症の拡大にともない、多くの方が集まる集会方式での開催は中止することにいたします。





　ただし当日13 時より、国会正門前で各界のスピーチをインターネットで実況中継し全国に配信(下のURL)します。ぜひご覧ください。� HYPERLINK "http://kenpou2020.jp/" �http://kenpou2020.jp/�





　また、皆さんがそれぞれの地域で､感染防止対策に配慮し、創意工夫ある表現行動をされるよう呼びかけます。





　コロナ感染が拡大し「緊急事態宣言」を発令した状況でも安倍首相は自民党の改憲４項目に触れ、緊急事態条項の創設は｢きわめて重く大切な課題｣と述べ、憲法審査会での改憲論議を呼びかけました。全人類と日本の市民社会全体がコロナに立ち向かい｢いのちの確保｣に全力を尽くしている時、その情勢を利用して改憲論議を進めようとする姿勢は許されません。（略）


　集会を中止しますが、安倍政権による憲法改悪をくい止める取り組みは、さらに強めていく必要があります。今後の行動については、現在の情勢が落ち着いていくなかで提起していくことといたします。








